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１．課題の設定
　課題が複雑化する学校現場のこれからの在り方として，
「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について
（答申）」が 2015 年に出された（1）。この中で，我が国の教
員は，学習指導から生徒指導まで幅広い職務を担当し，高
い成果を上げつつも，課題が複雑化・多様化する中で，十
分に対応できなくなっており，個々の教員が個別に教育活
動に取り組むのではなく，校長のリーダーシップのもと，
学校のマネジメントを強化し，組織として教育活動に取
り組む体制を創り上げるとともに，必要な指導体制を整
備することを求めている。現在の教育改善は，授業改善，
生徒指導の改善，学校組織の改善について独立して取り
組んでいては改善につながらず，それらを統合する形で
改善する研究が中心となっている。その中から，2つの研
究を取り上げる。
　第一に，学校組織改善に関する研究である。佐古は，
内発的改善力を高めるための学校組織の在り方について
研究している（2）。その鍵となるのは，教育活動個々のレ
ベルで行われる良循環サイクルと，学校全体のマネジメ
ントサイクルを連動させることで，学校の組織的マネジ
メントとして機能させることにある。子どもたちの実態
把握から課題を設定し，その実践の結果を検証し，次の
サイクルにつなげることを組織的に行うことで，学校改
善を継続的に行うモデルといえる。佐古（2011）は，校
内研修などのコアシステムと，それを支えるチームの支
援機能が協働化を促進する上で重要としている（3）。支援
機能は，コアシステムにおいて交換され検討された結果
を整理し集約して，教員にフィードバックするといった
役割を果たす。これらのモデルは，それまでうまく機能
していない学校，特別な学校でなくても，改善に向けて
取り組める点で優れているが，子どもたちが何を学ぶの
か，という教育内容に関する視点の分析はやや弱いとい
える。
　第二に，カリキュラムマネジメントに関する研究がある。
カリキュラムマネジメントとは，カリキュラムの「編成」「実
施」「評価」「改善」（カリキュラムのＰＤＣＡ）を中核に据
えて，学校教育目標の実現を計画的・組織的に図ることで，
その際，カリキュラムをヒト・モノ・財・情報・時間など
の経営資源との関連で捉えて改善していくという考え方で
ある（4）。従来のカリキュラムをつくることに主眼が置か
れたもの（カリキュラム開発）から，学校の実態に即し
て目標を立て，その実践，評価，改善も含めて，カリキュ
ラムを動かし続けることが重要な視点となっており，ま
た，そのための学校のマネジメントに重点が置かれる考
えにシフトするという点に特徴がある（5）。
　カリキュラムマネジメントについて，次の学習指導要
領の指針となる教育課程企画特別部会「論点整理」の中
でも，アクティブ・ラーニングと並び強調され，チーム
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学校として取り組むべき大きな柱となっている（6）。
　田村（2011）は，カリキュラムマネジメントの鍵として，
連関性と協働性をあげている（7）。連関性とは，評価，す
なわち，子どもの実態等の振り返りからはじめ，そこから，
目標設定，実践とつなげていくことである。協働性では，
教職員一人一人が教科や学年を超えて学校のカリキュラ
ムの理念や意図，目標を理解・納得する（＝共有化する）
ことが重視される。こうした視点は，佐古の学校組織改
善モデルと共通する部分が多い。ただ，これらの研究では，
開発されたカリキュラムに重点が置かれ，そこにどのよ
うな変遷を経て到達したのか，という点について，十分
明らかになっていない。
　本論文は，高槻市立第四中学校区（第四中学校，富田
小学校，赤大路小学校の 3 校からなり，以下，高槻四中
校区と略す）が，2010 年度から 2013 年度まで研究開発学
校制度を受けて取り組んだ教育改革について，校区のま
とめた出版物，構築過程の参与観察等のデータをもとに
分析する。
　この校区は，それ以前からも教育改革に取り組んでき
たが，その取り組みの結果が芳しくない状況が続いてき
た。それが，2010 年度からの取り組みでは，一定の成果
が見られた。なぜ，今回の取り組みが改善につながった
のか，その要因を明らかにすることが本論文の目的であ
る。
　本論文で，この校区の教育改革を取り上げる意義とし
て次の 3 点が挙げられる。第一に，カリキュラムが開発
される過程と学校組織の改善が密接に関連するケースで
あり，その過程を明らかにすることは学校組織研究にとっ
て，大きな成果となる。
　第二に，カリキュラム編成を小中一貫で協働して取り
組んでいる点にある。小中一貫教育については，中央教
育審議会が 2014 年に「子供の発達や学習者の意欲・能力
等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築につい
て（答申）」において，その重要性が指摘されているが，
その中で，小中一貫教育は，「小中連携教育のうち，小・
中学校が目指す子供像を共有し，9 年間を通じた教育課
程を編成し，系統的な教育を目指す教育」（8）と示され，9
年間を見通したカリキュラム編成が重要な課題となって
いる。小中一貫教育は，これから広がっていくことが予
想されるが，その際，学校組織，校区の組織のあり方に
ついて，新しい知見を提供できる。
　第三に，校区の教育改革の中心となるのは，キャリア
教育に関するカリキュラムマネジメントである。キャリ
ア教育に対する関心は高まってきているが，一方，課題
も多く指摘されており，十分なカリキュラムモデルが構
築されていない。キャリア教育のカリキュラム編成を行
うことが学校全体のカリキュラムマネジメントにつなが
ることを示す本研究は，これからのカリキュラムマネジ
メント研究にも重要な知見を与える。
　キャリア教育の課題について整理しておきたい。キャ
リア教育が，文部科学行政において，関心が持たれはじ
めたのは，1999 年の中央教育審議会答申「初等中等教育
と高等教育との接続の改善について」（9）である。社会構
造の変化に伴う働き方の変化，高学歴化に伴い，進路を
なかなか決めきれないといった課題に対応することを目
的とし，キャリア教育が進められるようになった。
　一方，2011年に出された中央教育審議会答申「今後の学
校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」（10）
を見ると，学校現場では，従来の進路指導等の取り組み
でよい，という考えや，職場体験活動の実施を持って，キャ
リア教育とする考えが強く，十分浸透してこなかった実
態があげられている。つまり，自分にふさわしい職業に
就くということを重視する勤労観・職業観の育成のみが
強調され，職業に就いた後も自分の役割を果たし続けて
いくための能力の育成という観点が軽視されてきたこと
が指摘された。
　そうした状況を踏まえ，2011 年の答申においては，キャ
リア教育で育成すべき力として，基礎的・汎用的能力が
提示された（11）。
　勤労観・職業観を育成するキャリア教育は，学校現場
にとって，計画を立てやすい。これまでの進路指導と接
合する点も多くある。しかし，基礎的・汎用的能力をキャ
リア教育の中で育成するとなると，子どもにつけるべき
資質・能力が多岐にわたり，計画を立てにくいのが現実
である。文部科学省もそうした課題に対応するため，キャ
リア教育の手引きを小・中学校別に提示している（12）。多
くの学校が，このステップに沿って，キャリア教育の全
体計画が作成されるが，藤田（2015a）（13）は，具体的な
活動において，基礎的・汎用的能力が育成されるか不明
確な部分があるし，各教科等の関連も十分考慮されない
危険性があると指摘している。基礎的・汎用的能力を育
成するキャリア教育のカリキュラムを，学校教育全体を
見通しながら構築することが求められているが，その事
例はきわめて少ない。
　本論文では，第一と第三の点に焦点を当て校区の取り
組みを概観する。その後，学校組織改善とカリキュラム
マネジメントが連動して校区の教育改革を促進させた要
因について明らかにする。
２．研究の方法
（1）研究対象
　研究対象となる高槻四中校区は，赤大路小学校，富田
小学校，第四中学校からなり，2014 年度，児童・生徒数
はそれぞれ，538 名，204 名，322 名となっている。この
校区は，それ以前からも，保育所，幼稚園，小学校，中学校，
高等学校が連携して，子どもの教育を考える「つなぬく」
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という組織を作り，研究に取り組んできた。2010年度か
ら 3年，そして，2013年度 1年間の延長の計 4年間，文
部科学省の研究開発学校制度の指定を受け，高槻四中校
区の改革の取り組みがスタートした。研究開発学校制度
は，現行学習指導要領によらない教育課程の編成とそれ
に基づく教育実施を文部科学省が認めた学校であり，創
意工夫ある実践研究を通して新しい独自の教育課程や指
導方法を開発することを目指すものである。
　研究開発課題を，「『今の課題に向き合い，みらいをよ
りよく生きる力を育てる』－連携型小中一貫教育により
児童・生徒の発達の段階に応じた新領域の指導内容開発
と指導方法の工夫に関する研究－」として，一中二小が
連携して，校区の子どもたちの課題を改善するカリキュ
ラム編成に取り組んだ。子どもたちの抱える課題は多様
化，複雑化するとともに，子どもたちの未来も見通しが
もちにくくなっている。その状況において，多くの学校
が教育上，様々な困難を抱えている。この校区も同様で，
特に家庭背景の厳しい子どもが多く在籍するなど，その
課題はより深刻なものであった。そこで，研究開発学校
制度の指定を受け，そうした子どもたちの課題に真正面
から向き合い，その子どもたちの未来を切り開くカリキュ
ラムの在り方を，小中一貫という枠組みで考えていくこ
とになった。単独の学校でのカリキュラム編成も難しい
が，それを小中一貫教育という枠組みで考えることは，
困難な部分も多い。しかし，特に中学校において，子ど
もの荒れの問題が深刻化していたこの校区において，小
中が協働してこの問題に取り組むことが不可欠であった。
　校区の研究を推進する体制として，次の組織が立ち上
げられた。第一に，小中一貫研究推進研修会（以下，一
貫研と略す）である。校区の全教職員が集まる研修会で，
年 8～ 10回開催された。これは，佐古のモデルのコアシ
ステムに相当する。第二に，小中一貫研究推進事務局会
議（以下，事務局会議と略す）で，校区の加配として配
置された研究推進者と，各校の研究担当者 3名の計 4名
で行われる会議で，年 100回程度開催された。これは，
佐古のモデルのチームによる支援機能に相当する。事務
局会議を中心となってコーディネートした研究推進者で
ある X教諭は，4年間替わらず，各校の推進者は，最初
の 2年と後の 2年で担当が変わった。葛上は，この事務
局会議に，2010年度末から月に 1回程度参加し，議論に
参加した。それ以外に，3校の校長が集まる 3校長会，事
務局会議と 3校長会が合同で開催される拡大事務局会議
がもうけられた。
（2）研究の方法
　本研究は，次の質的データをもとに分析していく。
　第一に，4年間の研究指定の間，62回校区を訪問し，
一貫研，事務局会議，3校長会などに参加した。訪問時，
観察者が記録した観察記録と一部 ICレコーダーで録音し
た記録が主要なデータである。第二に，事務局会議が研
究 2年目の 2011年度から一貫研の際に，「一貫研ニュー
ス」を発行している。2011年度が 12回，12年度が 9回，
13年度が 13回発行され（14），研究動向や教職員の感想な
どがまとめられている。第三に，研究推進者 X教諭との
メールのやりとりで，4年の間におよそ 800のやりとりが
あった。校区の状況，研究推進の悩みなどがその中に示
されている。第四に，2015年に，校区が研究開発学校制
度の取り組みをとりまとめた（15）。そこには，研究開発の
過程が整理されている。校区の著書は，カリキュラムの
内容に力点が置かれているが，本論文では，校区の教育
改革が促進された要因について，参与観察などの結果を
基に分析を行うものである。
　主として，これらのデータをもとに，校区において，
カリキュラムがいかに開発されたか，そのとき，校区の
組織はどのような動きがなされていたのか，分析する。
　校区の研究開発は連続して進展したのでない。その節
目の役割を果たしたのが，研究の成果を問う発表会や研
究成果をまとめる報告書作成という事象である。これら
の機会は，内部的には，取り組みを振り返る機会となり，
一方，外部評価の視点が加味されることで，取り組みの
課題が明確化され，次の段階に踏み出す好機となるため
である。
　そこで，校区の取り組みを，（1）教員が自分たちの問
題として考え，先行する取り組みを調査する段階（2010
年 4月～ 2011年 2月），（2）改革の大枠を設計する段階
（2011年 3月～ 2011年 7月），（3）改革に向け取り組みを
進める段階（2011年 8月～ 2012年 2月），（4）取り組み
の成果を検証する段階（2012年 3月～ 2012年 10月），（5）
検証を踏まえ新たな改善に取り組む段階（2012年 11月～
2014年 3月）と，大きく，5つの時期に分けて，研究の
状況をまず整理する。
３．結果
（1）第 1 期（2010 年 4 月～ 2011 年 2 月）
　研究開発学校制度の指定は，申請当初，校区で十分準
備されたものではなかった。今回の指定以前も，高槻四
中校区は，国や大阪府の様々な指定を受け，研究を進め
てきたが，子どもたちの実態は厳しいものがあった。「規律
のない毎日の生活，夢を持てない生活，無気力，無関心」（16）
といった子どもたちの課題が，常に語られていた。この
状況を改善したいという 3校長の思い，高槻市教育委員
会の助言もあって，指定の申請が目指された。
　5月に，文部科学省から指定に関する最初のヒアリング
があり，そこで，校区の計画は強く否定された。「自分た
ちが研究だと思い込んでいたことと，求められる研究と
の大きなギャップ」（17）に戸惑う校区があった。その後も，
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研究を進めないといけない焦りから，新しい単元を開発
してほしい，言語活動について実践してほしいという事
務局会議からの要請を前に，方向性が示されずに実践を
求められることに対して校区の教員の間に不満が募って
いった（18）。
　このままでは，研究が進まないと考え，事務局は原点
に立ち返るため，子どもたちの状況を改めて整理するこ
ととした。校区の教職員が一同に集まり，グループに分
かれ議論した。その中で明らかになった子どもの課題と
して，人間関係をうまく築けない子ども，本当かどうか
確かめることなく，相手の言葉を鵜呑みにしてしまう子
ども，自分の力で乗り越えることができない壁を目の前
にしたとき，最後までやりきることができない子ども，
そうした子どもの実態であった（19）。
　 1 月に，指定を受けているすべての学校が，文部科学
省で報告する機会があった。その準備するための会議と
して 12 月 24 日に，研究推進者の X 先生を中心とする事
務局会議に助言者としてはじめて参加した。事務局から
提示された研究の方向性は，まだ，混沌とした状態だった。
葛上から前述した子どもたちの実態に対して，改善され
ないのは，子どもとその家庭に原因があるという考えが
多くの教師が感じているのではないか，ということを指
摘した（2010 年 12 月 24 日フィールドノーツより）。
　2 月の一貫研において，事務局は，こうした子どもたち
の実態は，子どもが悪いのでない。そうした子どもたち
を育ててしまっている校区の取り組みに課題があると教
職員に返した。校区の取り組みのどの部分に原因があり，
それをどのように改善していかないといけないか，議論
を転換することを宣言した（2011 年 2 月 23 日フィールド
ノーツより）。事務局は，このような子どもの実態を生み
出す学校の実態を「学びの空洞化」という概念を設定し，
子どもの学びと学校の学びが，「内容」「学び方」「気持ち」
の 3つでずれていると整理した（2011 年 2 月 23 日一貫研
配付資料より）。「内容のずれ」として，なぜ，この内容
を学習しないといけないか，子どもたちが納得すること
なく，日々の授業が進められていること。「学び方のずれ」
として，教員が子どもたちの課題解決を方向づけてしま
い，子どもたちが出会う課題を自分や他者と協力して解
決する力を育てていないこと。「気持ちのずれ」として，
日々の授業の中で，この問題を解きたいと意欲をかき立
てるのでなく，解かないといけないという義務のように
考えさせていたこと。こうしたずれを解決するカリキュ
ラムを考えることを研究の中心に据えた。
　年度末に校区が文部科学省に提出した次年度の研究開
発実施計画書（20）には，このような子どもたちの姿を変え
るものとして，実生活「いま・みらい」を設定し，内容
として，家庭，学校，地域，社会の 4つのカテゴリーを
設置すること，後でみる学習プロセスと学習サイクルを 3
校で共有化し，それを繰り返し取り組むことで，子ども
たちがみらいを力強く歩む力を育成する決意が示される
形となった。
　改革に向けての段階を一つあげたのは，何が課題か，
ということを校区組織が共有できたことである。その際，
子どもたちの実態をきちんと振り返るとともに，それを
学校に課題があるととらえ直すことが共有化に大いに寄
与した。
（2）第 2 期（2011 年 3 月～ 2011 年 7 月）
　昨年度末に，校区としては，研究の枠組みが見えるよ
うになり，研究の基礎となる枠組みが見え始めた。
　学びの空洞化を埋めるために，どのような授業が必要
か，そのとき，何を学ぶか，と同時に，どう学ぶのか，
ということにまず議論が進んだ。課題解決のサイクルと
して，PDCAサイクルが多く取り入れられており，今回
の教育方法もそれを基盤とすることは，比較的早い段階
で決まった。2011 年 4 月 20 日の事務局会議で，次の点が
話題になった。
X 教諭：PDCAのサイクルは，これまでの総合的な学習
の時間でも取り組まれてきたが，十分子どもたちの力に
なったか，わからないところがある。
葛上：それは，子どもが悪い，という論の立て方ではな
いですか。それを変えようというのが，この研究の出発
点では。
X 教諭：学校の取り組みに課題があったから，サイクル
が回っていないと。
葛上：そう考えると，問題の見え方が変わってきますよね。
　（2011 年 4 月 20 日フィールドノーツより）
　その後，なぜ，このサイクルが機能しなかったのか，
議論が進んだ。課題としてでたのが，企業などでは，課
題解決を図らないと，会社の経営が厳しくなるので，課
題解決のため，サイクルを回す。一方，学校の場合，特
に課題解決しなくても，困らないという感覚を子どもた
ちが持ったまま，学習を進めていたことが少なくなかっ
た。また，課題解決のサイクルが，各学年，各領域で統
一されていないという課題も浮かび上がってきた。そこ
で，課題解決のサイクルを統一するとともに，それを 9
年間，一貫させることを教育方法の中核に据えることと
なった。
　その結果，「いまとみらい」科では，SR-PDCAという
改善サイクルを，1 年から 9 年まで，繰り返し取り組むこ
ととなった。その課題を設定する際，多様な考えを意識
させるため，R（Research）の段階を設定した。なぜこの
問題が起きているのか，なぜそのことに困っているのか，
あるときは，資料を調べ，あるときは，その問題の当事
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者に聞き取りなどを行う時間がとられた。そして，この
サイクルの鍵となるのが，課題解決を自分事とするため
の S（Standing）の段階である。この時間で考える問題は，
自分の今とつながっている，自分たちの未来と関連して
いる，そうした意識を教員は子どもたちにもたせること
を重視した。当初は，単元の始まりに Sの時間を設定し
ていたが，取り組みが進むにつれ，何のためにこの活動
を行っているのか，子どもたちも教員も薄れていくとい
う課題が生まれてきた。そこで，つねに，この活動は何
のために行っているのか，この実践は，本当に当初の思
いに答えるものか，と，Sを単元すべての活動に関係して
いるとし，図 1の学習サイクルを設定した。
　次に，学習形態についても，社会参画力を育成するため，
共通化を図った。具体的には，「ソロタイムⅠ→コミュニ
ケーションタイム→ソロタイムⅡ（以下，ソロ－コミ－
ソロと略す）」という形態である。この形態は，この研究
開発に取り組む前から，校区の学習形態として取り組ん
できたものである。事務局会議のメンバーは，それをこ
の研究でも引き継ぎたいと考えていた。
　2011 年 5 月 11 日に開催された事務局会議で，この点が
議論になった。
X 教諭：「ソロ－コミ－ソロ」はこれまで，校区で大切に
してきた。「いまとみらい」科でもその学習形態を活かし
たい。
葛上：校区の思いはわかるが，この学習形態で学ぶと課
題解決につながると，子どもたちが実感しないと，浸透
しないのでは。子どもたちは，この形態が必要だと考え
ているのですか。
X 教諭：そこについては自信がない。
葛上：では，どうすれば，子どもたちにこの形態の意味
が浸透するか考えましょう。
　（2011 年 5 月 11 日フィールドノーツより）
　その結果，次のような学習形態の意義が整理されていっ
た。まず，ソロタイムⅠでは，自分の力で課題について
考える時間としている。課題を解決する主体は一人ひと
りの子どもたちである。そのことを意識化させるために
も，この時間が重要である。子どもたちが自分の考えを
持てるように，教員は机間指導したり，ヒントカードを
提示するなどを行っている。次に活動の中心となるのが，
コミュニケーションタイムである。ソロタイムⅠで考え
たそれぞれの考えを出し合い，よりよい課題解決の在り
方，実践の在り方を練り上げていく。また，この時間が
機能するためのシンキングツールなどの開発も行う必要
が出てきた。最後に，ソロタイムⅡの時間で，この活動
でどのような新発見があったのか，ソロタイムⅠの考え
とどのように変容したのか，振り返る時間と位置づけた。
この時間を設定することで，自分たちで課題解決できる
こと，そして，先に触れた学習サイクルの重要性を理解し，
今後の活動につなげていくこととなる。
　校区として，この研究で解決すべき課題は何か，それ
をどのような方法で解決していくのか，という点につい
て整理し，それを 5 月に開催された第 3 回一貫研におい
て，全教職員にプレゼンし，方向性が確認され，6 月，7
月と，3 校で「いまとみらい」科の研究授業の取り組みが
進められた。
（3）第 3 期（2011 年 8 月～ 2012 年 1 月）
　第 2 期の中で，研究の方向が見え始めたことにより，
校区は一定の手応えを感じ始めていた。研究開発学校制
度は，外部の有識者，教育委員会担当者などが集まる運
営指導委員会が設定される。校区の外部有識者として，
千葉大学の天笠茂が入った。2011 年 8 月に開催された委
員会に校区としては，自信を持って臨んだが，天笠から
厳しい指摘がなされた。研究推進者の X 先生のメールに
は，
　「研究開発学校」として，「いまみらい」をやっていく
気構えなのか，小中一貫など，行政としてやりたいこと
があって，今までの教育課程の整理としてやっているの
か立ち位置について，「見えにくい」と指摘されました。
　（2011 年 8 月 19 日メールより）
とあり，研究開発学校として教育課程を変えるというこ
とは，全教育課程の見直しとなり，現状のどこに課題が
あるか，その課題の改善のため新教科の開発が必要であ
ることを訴えていくためには，現行の学習指導要領をもっ
図 1　「いまとみらい」科　学習サイクル
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と読みこなすことが求められた。管理職，事務局のメン
バーだけでなく，校区のすべての教員が，改めて学習指
導要領を読み込みだしはじめた。9月にもたれた事務局会
議において，「学習指導要領の構成がはじめてわかりまし
た」「校内でも，学習指導要領にこう書いている，という
会話が増えました」（2011年 9月 11日フィールドノーツ）
とのコメントが聞かれた。
　5月時点で，研究の大きな方向性を形作られていたが，
この指摘を受けて，より具体的，根拠に基づいた研究開
発となっていった。校長の一人は，
　研究開発は，私たちに，「学習指導要領」を読み込む機
会を与えた。読み込んだ上で，「学習指導要領」はどんな
組み立てになっているのか，どこが不十分で，何によっ
てどう改善するのか，常に問われた。「熱い思い」だけでは，
3校の教職員のベクトルはそろわなかっただろう。「思い」
だけの実践から，「学習指導要領」という明確な物差しを
提示され，それに照らして，自分たちの取り組みの意義
や位置を科学的に確かめることを知った（21）。
と述べ，この後，研究がより精緻化されていくことになっ
た。小学 1，2年の生活科の時間，小学校 3年以降の総合
的な学習の時間をもとに，新領域「いまとみらい」科と
して，カリキュラムの編成が進められる形となった。
　その中で，子どもたちにどのような力をつけるのか，
それはどのように発展していくのか，それを「いまとみ
らい」科の学習指導要領として固めていく議論が進めら
れた。
　学びの空洞化を埋めるため，子どもたちにどのような
力をつけるか，事務局会議で，議論を重ねた。事務局の
メンバーからは，改めて子どもたちの実態が提示され，
葛上からは，その方向性にそう研究を提示することで，
すりあわせを行っていった。葛上から提案したのは，経
済産業省（2007）（22）が出した「社会人基礎力」，キャリ
ア教育の中で主張されていた「基礎的・汎用的能力」，そ
して，PISAの「キー・コンピテンシー」（23）である。
　そして，次の 3点で，研究開発で取り組む目標が明確
になった。第一に，解決の主体としての自分を確立し，
うまくいかないときも粘り強く取り組みながら進める力
があげられる。校区はそれを「矛盾や困難を乗り越え，
じりつ（自律・自立）して生きていく力」とし，「基礎的・
汎用的能力」の「自己理解・自己管理能力」と関連づけ
て整理した。第二に，一人で解決できることは限られて
いるため，他者と協力しながら取り組む力が必要となる。
これを「人や社会に働きかける力」とし，「人間関係形成・
社会形成能力」と関連づけて整理した。最後に，自分で，
あるいは他者と協力しながら，課題を解決できる力が必
要となる。それを「社会の中から課題をとらえ解決する力」
とし，「課題対応能力」と関連づけて整理した。そして，
これら 3つの力を総称して，「社会参画力」とした。その
力を育成するカリキュラム編成するという目標が明確に
なり，それを新領域「いまとみらい」科で育成するとい
う方向が固まった。
　前述した社会参画力として，つけるべきゴールは定め
られたが，そこにどのように到達すべきか，9年間の到達
目標を定めることが 2011年 11月に開催された運営指導
委員会で改めて求められた。
　校区では，事務局会議を中心に議論を重ね，詳細な下
位項目と，学年ごとの到達基準を構想し，最終的に，巻
末に示した表 1の 8つの下位項目により構成されるス
テップ表として整理された。各学年が単元開発をする際，
8つの下位項目を意識することが求められた。もちろん，
各活動で重点化される下位項目はあるが，社会参画力を
育成するために，一つの単元にすべての要素が含まれて
単元開発することが重要であった。
　いまとみらい科の単元開発も進められた。社会参画力
を育成することで，自分の周りの社会の問題を自分に引
き寄せて考え，実行することが重要となる。「いまとみら
い」科は，「家庭」「学校」「地域・社会」の 3つのカテゴ
リーで構成されている。1，2年が主となる「家庭」，1年
から 9年まですべてに配置される「学校」，3年から 9年
までに配置される「地域・社会」である。それらを一覧
にしたものが巻末の表 2である。
　研究の方向性が見え始めた時期に，天笠の指摘を受け，
再度立ち止まる機会を得た校区は，改めて，何のための
研究か，それを校区の教職員が共有し，具体化する段階
を経ることで，研究開発の段階が一段高まった。
（4）第 4 期（2012 年 2 月～ 2012 年 10 月）
　2012年 1月 21日に行われた中間発表会は，校区として，
研究の中間点となった。中間発表会に向け，校区は懸命
に単元開発を続けた。当日，指導助言者として，文部科
学省教科調査官の杉田洋から，次のような指摘があった。
　運転免許取得の際にも路上運転はある。しかし，子ど
もたちは学校を卒業するといきなり「実社会」に放り出
される。四中校区の実生活「いまとみらい科」の主張は，
そのような状態を埋める。
　子どもたちに今必要なキーワードは，「リアリティ（本
物・本気）」であり，未来を願うことである。未来を願う
から一生懸命になれる。生の感情の交流があるから真剣
になれる。痛みを伴うから本気になれる。失敗からも学
べる。それは，そこにリアリティがあるからである。こ
の研究は，学校現場にそれを取り入れようとする意義の
ある研究である
　（四中校区一貫研ニュース 2011年度 12号）
－ 68－ － 69－
と研究の方向性に一定の評価を行う一方，「話す，聞くと
いった活動の基本を底上げしないと，単元が生きてこな
い」と課題が挙げられた。同様の指摘は，参加者の感想
にもあった。
　子どもたちが楽しそうでなかった。声が小さく，ワー
クシートに書くことばかりが先行していた
　子どもの発表が，原稿の棒読み，声が小さいなど気に
なった
　（四中校区一貫研ニュース 2011 年度 11 号）
など，「いまとみらい」科がねらっていることに，校区の
子どもたちの実態が追いついていないことが課題として
明らかになった。
　また，単元開発に関して，2012 年 1 月 13 日に文部科学
省で行われた研究開発フォーラムで，教科調査官の藤田
晃之から，この取り組みが校区の「いま」の現状を変え
たいと言うことはよく伝わるが，その子たちが切り開く
「みらい」をどのようになってもらいたいと願っているの
か，わかりにくい。その一つの指針として，再度，キャ
リア教育の基礎的・汎用的能力を見据えた単元開発に取
り組んでほしいという要望が伝えられた（四中校区一貫
研ニュース 2011 年度 10 号）。この指摘が，校区の取り組
みをキャリア教育として発信していく重要なポイントと
なった。
　研究 3 年目となる 2012 年度は，言語力の育成を，すべ
ての授業を通して取り組むとともに，2012 年 10 月に迎え
る研究発表会に向け，単元開発を学年レベルで深めるこ
とを目指した。言語力育成のため，3 校の教職員の有志に
よるプロジェクトチームが発足し，1 年から 9 年までを貫
いた話す・聴くのレベル表を作成した。この表の作成も，
順調に進んだわけではない。
　「昨日は赤大路小の授業研，校内研でした。クラスによっ
ては，これからが楽しみなあたたかいクラス集団，話し
合いもできる集団を作りかけているところがあったので
すが，視野を広げ，多様な人やこととのギャップを力に
変えながら豊かに生きていく力を育むという「いまとみ
らい科」の目標があり，そこに至るための基礎力のひと
つとして，聴く話す力の育成がある，今日の授業の位置
付けはそこであるということが，どうしても落ちている
とは思えませんでした。」
　（2012 年 5 月 18 日 X 教諭メール）
　「富田小でも，この間いくつかの授業を見ていて，いま
とみらい科で目指すものと「聞く・話す」の力の育成が
ずれたものとなっていかないか危惧を感じています。ま
た，校長先生や教頭先生からも決定的にたりないものが
ある，それは，富田の子が富田の子らしく，自分や自分
の生活，経験，本音がにおうような話し合いをしてくれ
ること，これが足りない。その大事な視点が，表からも
抜け落ちているのでは・・・と指摘をいただいています。」
　（2012 年 5 月 19 日 X 教諭メール）
といったメールがあり，事務局会議，プロジェクトチー
ムが議論を重ねながら，表の成熟が目指された。事務局
会議のレベルで，取り組みの状況をチェックし，それに
修正を加えていく姿があり，校区組織の成熟がそこに見
られる。その結果，1 年，2，3 年，4～ 6 年，7～ 9 年の
4 段階の「聴く・話すステップ表」が設定され，「いまと
みらい」科だけでなく，教科，特別活動など，すべての
場面で，子どもたちに意識されるものとなった。
　単元開発に関しては，小学校では，2 校の合同学年会で，
中学校は学年でプランを立て，それを事務局会議，外部
の研究者を招いての検討会を随時開き，開発を進めた。
外部研究者の中に，昨年度末の研究フォーラムで指摘を
受けた教科調査官の藤田も入り，キャリア教育の視点か
らの単元開発に拍車がかかった。
（5）第 5 期（2012 年 11 月～ 2014 年 3 月）
　11 月 10 日に研究発表会を迎え，9 学年すべてが「いま
とみらい」科の授業を公開した。参加者の声として，
　昨年度も参加した。子どもたちの聴く力，話し力，授
業の展開など全てがすばらしかった。今後に活かしたい。
　中間発表会に比べて，レベルアップしていたことに驚
いた。昨年の 6 年が中学生として話し合いをしているこ
とで一層取り組みに，深みが増していると感じた。
　（四中校区一貫研ニュース 2012 年度 7 号）
といった参観者の感想からも，1 年間の取り組みの成果が
現れた。
　一方，課題も見られた。「いまとみらい」科の時間には，
積極的に取り組む子どもたちが，教科の授業では，学ぶ
意欲を持てない様子が 12 月に開催された事務局会議で議
題に上がった。教科授業に関して，ほとんど手をつけら
れていない状況では，致し方ないところもあった。また，
社会参画力の育成を「いまとみらい」科の年間 70 時間程
度の取り組みだけで保障するのも限界があった。
　 「いまとみらい」科は，正解のない社会の課題に対し
て，一人ひとりが主体的に関わるとともに，協力しながら，
答えらしきプランを導き出し，それを実践するとともに，
その実践をつねに振り返り，よりよきものにしていく取
り組みである。一方，教科の授業は，正解が教科書に示
され，それをひとりで解決することが求められる。その
ように考えると，二つの学びに接点はないのでは，とい
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う議論が事務局会議の中で繰り返された（2013年 1月 11
日フィールドノーツより）。
　しかし，教科の授業で学ぶ内容も，子どもたちからす
れば，新しく発見するものである。これまでの学校教育は，
新しい知識をいかに効率よく教えるか，に力点が置かれ
ていた点もあったが，子どもたちが問いを解決すること
を重視する現在の学習観からすると，子どもたちが協力
しながら，課題解決する学習方法が望ましいと考えられ
る。そのように考えると，「いまとみらい」科の学びと，
教科学習は，図 2のように重ねて構想することができる
と提案した（2013年 2月 13日フィールドノーツより）。
　教科学習の場合，協働で解決したものをひとりで解決
できるものにしないといけないが，「いまとみらい」科に
おいても「ソロⅡ」の時間を設定し，学んだことを振り
返る時間を設定していたので，大きな問題とはならない。
そこで，高槻四中校区においては，社会参画力をさらに
育成するため，教科の授業改善を，「いまとみらい」科と
接合させて設計し，研究開発をさらに進めることとなっ
た。
　社会参画力の育成を，教科の授業においても進めてい
く上で，「いまとみらい」科の基本である学習サイクルと
学習形態を取り入れた。教科の授業実践においても，重
視されたのが，「S（スタンディング）」である。これまでの，
どちらかといえば，教師が説明し，子どもたちはそれに
ついていく，という授業から，子どもたちが，既存の内
容を活かして，本時に獲得すべき答えを導くために，教
科の学びを自分事として考える「S」の重要性を確認した。
そのために，授業者は，この問題を解いてみたい，とい
う「めあて」を示す必要があるとともに，その「めあて」を，
子どもたちが自らの力で解決していける授業展開を構想
する必要がある。子どもたちが，自力解決していくため
には，既習事項を考慮し，新たに学ぶことを明確にする
ため，「R（学びの倉庫）」として整理し，子どもたちに明
示化することとした。
　めあてを解決するために，どのようにすれば解けるか，
計画を立てないといけない。その過程を「ソロタイムⅠ」
として位置づけ，「P（プラン）」の時間として設定した。
そして，それぞれが考えた方法を交流し，解決する過程を
「コミュニケーションタイム」として位置づけ，「D（ドゥ）」
の時間として設定した。さらに，どのように解決したか，
自分なりに整理する過程を「ソロⅡ」として位置づけ，「C
＆ A（チェック・アンド・アクション）」の時間として設
定した。そして，そこで整理したことを，「R（学びの倉庫）」
に追加する，という授業設計を行った（図 3）（24）。
　校区組織として，新たに，小中合同の教科別研究会が
設置された。小学校の先生が教科を選択し，3校合同で，
教科別研究会を持ち，その中で，研究発表に向けての指
導案を考えていくことになった。3校合わせて教職員が
80名程度の校区である。一つの教科に 8名程度の教員が
チームとなり，小中合同で授業検討することにより，小
中の接続を円滑にするとともに，教科の専門性を高めて
いく組織として位置づけられた。「いまとみらい」科の単
元開発を行う小学校 2校の合同学年会及び中学校の学年
会と，教科別研究会が縦糸と横糸のように，教員間を結
びつけるとともに，全教員参加の一貫研で方向性を確認
する形となった。
　2013年 11月 9日に研究発表会が行われ，「いまとみら
い」科，教科の授業公開が行われた。教科の授業公開は，
研究に取り組みはじめたばかりで，多くの課題も出てき
たが，次の改善のサイクルとして，校区の組織が新たに
動き始めるきっかけともなった。
図 2　教科と「いまとみらい」科の関連図 図 3　教科授業の構造図
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４．考察
　高槻四中校区の教育改革の過程を 5つの時期に分けて
整理した。この改革が促進した根底には，研究開発学校
制度の指定を受け，カリキュラム全体を改善することが
求められる外的要因があったことは否定できない。ただ，
外的要因があれば，改革が進むのではなく，それを補う
内的要因があったからこそ，改革が促進したと考えられ
る。本節では，この校区で教育改革がなぜ進んだのか，
その内的要因を分析する。
（1）教育改革が促進した内的要因
　高槻四中校区の教育改革の取り組みを分析してきた。
教育改革が機能していなかった校区で，今回，改革が促
進した要因として，次のように結論づけられる。
 1 ）カリキュラムの改善サイクルと組織の改善サイクル 
のリンク
　「いまとみらい」科は学習サイクルとして，SR-PDCA
を設定したが，高槻四中校区の教育改革も，まさにこの
過程に沿って進展した。教育改革が促進する第一の要因
として，段階的に課題を解決するサイクルが組織全体で
共有されたことがあげられる。
　第 1 期で，研究が進むきっかけとなったのは，子ども
たちの実態をきちんと整理する（Research）とともに，そ
の実態を作り出しているのが自分たち（学校）と考える
（Standing）ことであった。子どもたちの課題を自分事と
して考えることで，それを改善するカリキュラムを校区
全体で考えるきっかけとなった。
　第 2 期において，現状の子どもたちの実態を作り出し
ているのを，「学びの空洞化」と位置づけ，それを乗り越
える学習方法を開発した（Plan）。プランの段階は，
　第 3 期に，天笠の指摘を受け，さらに深まることになっ
た。学習指導要領の構造を学ぶとともに，それを評価軸
として，カリキュラム開発を進めることで，教職員のカ
リキュラムに対する理解が深まって，単元開発に進んで
いった。
　第 4 期に，単元を実際に行うことで（Do），いろいろ
課題が浮かび上がってきた。子どもたちの「聴く・話
す」といった力が十分でないこと，単元において未来の
視点が不十分なことへの対応が必要となった（Check & 
Action）。
　第 5 期には，出てきた課題を今一度，学区の取り組み
の弱さと捉え（S），その課題を洗い出して（R），単元開
発を進めた結果（P），「いまとみらい」科としては，一定
の成果（D）が得られた一方，カリキュラムのねらいであ
る社会参画力の育成をさらに進めるためには，教科の授
業改善が必要であることが明らかになった（C&A）。その
際，「いまとみらい」科と連動させて，教科の授業改善の
取り組みが進めるという，新たな改善サイクルが回り始
めたのである。
　この SR-PDCA 改善サイクルは，小中一貫の組織の改善
を図るときにも活用されたし，各学年が単元開発する際
にも，活用されていった。校区の実践をとりまとめた出
版物の章立ても，SR-PDCAが 1 章ずつ設定され，校区の
取り組みが振り返られるなど，校区にとっての改善サイ
クルとして定着し，その中でも特に，「S（スタンディン
グ）」の重要性が浸透した改善サイクルであったことが教
育改革を促進した。
　こうした改善サイクルを定着するよう支援した事務局
会議の役割も重要であった。これまで見てきたように，
開発段階が次の段階に進むときに，外部の研究者が重要
な役割を果たしていた。ただし，外部の研究者が入れば，
簡単に進むということではない。研究開発の過程で，様々
な研究者が関わっていったが，事務局会議は，それぞれ
の研究者の強みを把握するとともに，研究者にそれぞれ
の課題を解決するために関わることを求めた結果，校区
の教育改革の段階を一つ引き上げることにつながった。
外部研究者との関わりをうまくつなぎ，コントロールし
たのは，事務局会議である。佐古のチームによる推進モ
デルでは，主に校内の組織の推進モデルとして重要な役
割を果たしていることが示されているが，外部の研究者
と校区の教職員をつなぎ，それぞれの言葉を翻訳する機
能を果たすことで，改善サイクルを次の段階に引きあげ
ていった。
 2 ）子どもたちの社会参画力向上と教職員の社会参画力
向上の相乗作用
　校区の子どもたちの課題を解決するため，社会参画力
の育成を図るカリキュラムを構想する過程で，教職員の
社会参画力も，親和的に高まっていった。
　研究開始当初，教職員は，校区の課題は，子どもたち
が引き起こしていると考えることで，課題解決に取り組
むことに躊躇していたが，子どもたちに原因があるので
なく，学校の取り組みをよりよくすることで，子どもた
ちの課題は改善されると考えるようになり，実際，多く
の苦労を伴いながら，「いまとみらい」科を開発した。そ
の中で，社会参画力の第一の柱である「矛盾や困難を乗
り越え，じりつ（自律・自立）して生きていく力」が教
職員の中に育成された。
　また，当初は，何をすればよいかわからない状況で，
事務局のメンバーに対しても不信感を持っていたし，3 校
で協力するよりも，自分の学級，学年の課題に集中する
時間がほしいと考える傾向が多くの教職員にあった。子
どもたちに協力する大切さを伝える教職員が連携してい
なくて，そのことが伝えられるか，と教職員の間で問い
直しが起こり，連携することで，子どもたちの姿が変わっ
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ていくことを実感する中で，社会参画力の第二の柱であ
る「人や社会に働きかける力」も育成された。
　最後に，子どもたちの社会参画力を育成するという課
題を解決するため，校区として何ができるのか，4 年間，
日々議論を続けてきた。その中で教職員も課題解決に必
要な改善サイクルを習得し，社会参画力の第三の柱であ
る「社会の中から課題をとらえ解決する力」が育成された。
　子どもたちの社会参画力育成を考える中で，教職員の
社会参画力が育成され，それによって，社会参画力の重
要性が教職員の中に浸透することで，子どもの社会参画
力育成にさらに取り組むというサイクルが回ることで，
校区の教育改革が促進された。
（2）今後の課題
　本論文は，教育改善がうまく機能していない校区，特に，
子どもたちの実態が複雑で厳しい校区で教育改革を進め
るために必要な要因を明らかにしたという点で，大きな
価値があった。
　今後の課題として，今回十分取り上げられなかった小
中一貫の教育改革，カリキュラムマネジメントという観
点からの分析である。小中一貫で教育改革を進めるメリッ
ト，デメリットがある。その観点から再度分析する必要
がある。
　第二に，教科の授業改善の過程の分析である。教科の
授業改善は，現在も進行している。この過程も決して平
坦なものでなく，いくつもの壁にぶつかりながら，進み
続けている。その過程においても，本論文で取り上げた
SR-PDCAの改善サイクルが重要な役割を果たしている。
その点からも再度の分析が必要となる。
　この校区も，公立学校の宿命で，多くの教職員の異動
がある。当初から研究に関わっている教職員は，もう数
名しかいない。校区全体で開催される一貫研は，現在も
継続されており，4 月の春休み期間中に第 1 回を開催し，
研究開発を，新しい教職員一人ひとりが自分事として考
えられるように，事務局会議がプレゼンを行い続けてい
る。新しいメンバーが研究をどのように位置づけ，次の
開発を進めていく担い手になっていくか，という視点か
らの分析も重要となろう。
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